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報告書について

陸上・大気・河川・排水路などで見られる化学
物質汚染は、過去数十年で悪化の一途を辿って
いる。これまでも度々対策が講じられてきたが、
その深刻さが明らかとなったのはつい最近のこ
とだ。栄養素・重金属・残留性有機汚染物質
［Persistent Organic Pollutants ＝ POPs］・
排水などに含まれる化学物質は、様々な形で環
境へ流出し、土壌・帯水層・食物連鎖、あるい
は南極・高地・低地をはじめとする極地帯など、
地球上のありとあらゆる場所で検出されている。
近年は自然環境・人体への害を示す多くのエビ
デンスが明らかとなっており、この問題が気候
変動・生物多様性の損失と並ぶ（あるいは両者
との相互作用により）深刻な脅威になるという
認識が広まりつつあるのだ。

化学汚染の構造的問題が取り上げられる際
には、人の生活と密接に関わる陸上環境に焦点
が当たることが多い。海洋環境における化学
汚染の規模や潜在的影響 ‒‒ またその喫緊性 ‒‒
も同様に深刻だが、未だ十分に認識されていな
いのが現状だ。同報告書は、海洋化学汚染に対
する認知度を高め、海洋環境における化学物
質汚染の防止・緩和・減少に向けた取り組みを
促進すべく作成された。主な目的は、海洋環境
の “汚染ゼロ” 実現というよりも、（『Back to 
Blue』の掲げる理念に沿って）現実的かつ踏み
込んだ目標・方策を提示することにある。

『Back to Blue』発足の契機となったエコノ
ミスト・インパクトのグローバル・アンケー
ト調査（2021 年実施）では、海洋環境問題の
二大関心事にプラスチック汚染と化学物質汚
染が挙げられた（３番目に回答が多かったのは
気候変動）。報告書『海に忍び寄る新たな危機 
ー 有害化学物質による海洋汚染と克服に向けた
ビジョン・方策』が明らかにする通り、これら
三つの問題は、複雑に、深く絡み合っている。

地表面積の 70％、居住可能空間の 99％を
占める 1 海洋環境は、あらゆる生命体にとって
極めて重要な存在だ。しかし化学物質汚染の
規模や、海洋環境（海洋生物・生物多様性・生
態系機能など）への影響については、十分な
科学的検証が行われていない。同報告書では、
現時点で明らかな影響、そしてさらなる研究が
急務となる領域を明らかにしてゆく。

この問題への対応が急務である大きな理由は、
一刻も早く行動を起こさなければ、極めて大き
な脅威となることだ。そのため同報告書では、
汚染軽減に向けた具体的な方策を、ステークホ
ルダーごとに提起している。こうした取り組み
はあくまでも出発点に過ぎない。同報告書の
発表後、『Back to Blue』は問題克服に向けた
ロードマップを打ち出すことを次の目標として
いる。
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海洋環境の重要性
同報告書の対象となるのは、深海・沿岸・湾岸・
河口部など、水圏の中でも海水の存在する “海
水域” で、サンゴ礁・藻場・マングローブ林・
干潟・堆積層・水柱といった多様な生態系が見
られる場所だ。河川・水路・地下水を含む淡水
域も、海・沿岸地域への汚染経路として取り
上げるが、基本的には調査の対象外であること
に留意いただきたい。

海水域は地球上の生命体にとって不可欠な
存在だが、その重要性は著しく過小評価され
ている。数十億単位の人々に食料源を供給する
だけでなく、大気中の酸素の半分以上を生成し、
炭素吸収源として地球温暖化のブレーキ役も
担う。また漁業・海運・観光・娯楽・資源開発
など、経済的にも重要な役割を果たしている。
化学汚染によって、数十兆ドル規模の市場が失
われる可能性を考えても、極めて深刻な事態と
言わざるを得ない。

これまで人類は、有害物質・廃棄物を無尽蔵
に吸収・分解可能な存在として海を扱ってきた。
しかしこうした考え方は誤りだ。研究は途上に
あるが、化学物質が海洋環境にもたらす害につ
いては既に明らかな点も多い。ホッキョクグマ・
プランクトン・海中植物・タツノオトシゴなど
の海洋生物相からより広範な生態系まで、深刻
な影響を及ぼしていることは動かざる事実だ。
また化学物質の生産拡大に伴い、汚染が悪化し
つつあることにも異論の余地はない。問題克服
に向けた早急な取り組みが求められているのは
そのためだ。

人類の活動が気候変動の大きな原因である
ことは、これまでの科学研究からも明らかだが、
海洋化学汚染も同様に人為的問題であり、これ
ら二つの問題には密接な相関関係がある。化学
物質が気候変動のもたらす負の影響を増幅する
一方、気候変動（海水温上昇・大気中の CO2
濃度上昇に伴う海水の酸性化・塩分濃度上昇
など）も化学物質の有害性を悪化させることが
知られている。こうした負の循環に歯止めをか
けるためには、二つの問題へ同時に対処する
必要があるのだ。

海洋環境の生物多様性（つまり “多様な生
態系とそれによって生じる自然界の摂理” 2）
は、気候変動や汚染、水産資源の乱獲などに
よって急速に損なわれつつある。この問題を
放置すれば、海洋生態系の破壊はさらに深刻化
するだろう。生物種の減少は、陸上・海洋環境
に共通する問題だ。しかし後者には未知の部分
も多く、被害の実態把握が難しいという点で
大きく異なる 3。

生物多様性、そしてそれを支える複雑な生物
の相互作用に及ぶ害は、海洋生態系の機能・回
復力にも影響を与えている。同分野の研究は依
然として黎明期にあり、海水温度の上昇や酸性
化、化学物質汚染、海洋産物の乱獲などを含む
産業開発がもたらす悪影響も十分に解明されて
いないのが実状だ。しかし海洋環境における
化学物質汚染の悪化が、人類の生活、そして気
候・炭素の循環など地球上の生態系機能の損失
（あるいは破壊）につながることは間違いない。

海洋環境と化学物質汚染
海洋環境汚染に対する関心は近年高まっている
が、その焦点となっているのはプラスチック
汚染の問題だ。今回取材を行った専門家の多
くが指摘する通り、この問題は目に見えやすく、
感情に響きやすい。鼻にストローが刺さった
ウミガメや、死んだクジラ・海鳥の胃から取り

“この問題への対応が急務である大きな理由は、
一刻も早く行動を起こさなければ、極めて大きな
脅威となることだ ”
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出される大量のプラスチックごみの映像が強い
印象を与えることを考えれば、注目が集まるの
は当然と言える。

化学物質汚染とも深く関わるプラスチック
汚染は、複雑かつ重大な脅威だ。しかし次のよ
うな理由から、化学物質汚染はそれ以上に深刻
な問題と言える：

 ○ 化学物質汚染は物理的に目に見えづらい
ため、（ウミガメの映像のような）視覚的
イメージを認知度向上に活用することが難
しい。こうした特徴が、汚染の実態解明と
危機意識の醸成を妨げている。

 ○ 合成化学物質の生産・開発は急速に拡大
しており、今後数年から数十年間でさらに
加速する可能性が高い。その重要な背景と
なっているのは、環境配慮や持続可能性
のある社会への移行、つまり “グリーン・
トランジション”［green transition］の
推進だ。

 ○ 化学物質の生産拠点は、規制・施行体制が
発展途上にある中・低所得国へとシフトし
つつある。対策が一定の効果を上げている
高所得国も、開発・イノベーションの加速
とそれに伴う汚染リスクに直面し、さら
なる対応を迫られている。

 ○ 多くの科学者は、汚染の影響評価に向けた
さらなる研究の必要性を訴えている。数万
種に上る化学物質の多くで、人体・環境へ
の影響がほとんど解明されていない現状を
考えれば、科学者の懸念は驚きに値しない。

 ○ 海洋化学汚染は先進国にとっても脅威だが、
その影響は発展途上国で特に顕著になり
つつある。こうした国々は化学物質の主要
消費地ではなく、市民・生態系に対する
影響が注目されにくい。

同報告書が明らかにする通り、この問題に
対する危機意識は依然として低い。世界は今、
事態の打開に向けた早急な取り組みを求められ
ているのだ。

主要な化学物質と汚染源
最近発表された研究によると、世界には少な
くとも 35万種の合成化学物質が存在し、毎年
数千種が新たに開発されている。そしてその
多くについては、人体・環境への影響がほと
んど解明されていない 4。毒性の高さから使用
が禁止された場合も、代替品から有害物質
が検出される（“残念な代替”［regrettable 
substitution］と呼ばれる）ことも少なくない。

使用禁止・制限・代替措置の対象となっ
た化学物質は、過去数年で数百種に上る。
特に有害性が高いのは、残留性有機汚染物質
［Persistent Organic Pollutants ＝ POPs］ と
呼ばれる物質で、長距離を移動し環境・生物相
に深刻な脅威をもたらす恐れがある。これまで
に数百種の化学物質が POPs に認定されている
が、一部の研究者は対象とすべき化学物質が
さらに数千種あると考えている。

世界には膨大な数の化学物質が存在しており、
同報告書の中で有害性の高いものを全て網羅
することは難しい。今回組織された専門家パネ
ルの助言により、危険性が危惧される化学物質
は、以下三つへの影響・関与の高さを軸に分類
されている：

 ○ 自然環境（特に海洋環境）

 ○ 人体の健康

 ○ 経済（経済的影響の数値化は、『Back to 
Blue』イニシアティブが掲げる長期的目標
の一つ）
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有害性が特に高い POPs は、主要汚染源の一
つであり、同報告書でも大きく取り上げている。
他にも重金属・栄養素・農薬・プラスチック・
医薬品・放射性物質・石油製品・家庭用化学製品、
そして擬似残留性化学物質［pseudo-persistent 
chemicals］なども深刻な汚染源だ。しかしこ
れら化学物質の大半は、現在のところ使用禁止・
制限の対象となっていない。

同報告書では現時点の影響評価を元に対象
を選別しているが、有害化学物質の数は今後
さらに増えるはずだ。また今後の研究によって、
海洋化学汚染の影響がより広範かつ深刻である
ことが判明する可能性もある。

海洋環境における化学物質汚染の現状を評価
するためには、特に二つの観点から分析を行う
必要がある：

 ○ 有害化学物質は海洋環境にどのような影響
を及ぼしているのか ?

 ○ どのような経路をたどって海洋環境へ流出
しているのか ?

一つ目について正確な答えを導き出すため
には、さらなる研究が必要だ。個々の化学物質、
あるいは化学物質の混合物がもたらす自然環
境への影響については、特にそうだと言える。
二つ目の点を明らかにするためには、まず化学
物質のバリューチェーンに関わる様々なステー
クホルダーを特定しなければならない。例え
ば、化学セクター（これまで汚染コストの多く
を外部化してきた）や、その顧客となる企業（工
業製品の 95％以上が化学物質を使用）、投資家、
規制当局・政府関係者（浚渫・防衛など汚染源
となる公共事業者も含む）、廃品・リサイクル
業者、市民社会などはそれにあたるだろう。

消費者もステークホルダーとして重要な存在
だ。海洋汚染の原因となる化学物質には、殺虫

剤・肥料・プラスチックといった消費者向け
製品（“新たに懸念される化学物質”［chemicals 
of emerging concern］と呼ばれることもある）
も含まれているからだ。また過去数十年を通
じた沿岸部都市の増加・拡張、世界的な人口・
所得増加などを背景に、医薬品・パーソナル
ケア製品による汚染も急速に悪化している。

こうした現状を踏まえ、同報告書では原料と
なる原油や鉱物、金属の採掘・処理など、製造
前の段階も視野に入れながら、化学製品のバ
リューチェーンに関する分析を行っている。例
えば、原料採掘と製造の両方を手がける大手
石油・ガス会社（例：Exxon Mobil・Shell・
BP）は、大きな責任を担うべき存在だ。また
化学セクターによる説明責任の問題も、重要な
テーマとなるだろう。長期的成長が見込まれ
る同業界は、海洋汚染に深く関与しながらも、
厳格な規制の対象となっていない。

都市ごみや電子廃棄物、未処理排水など、
製品ライフサイクルの出口にあたる処分・廃棄
［end of life］段階も海洋汚染の大きな原因と
なっている。例えばプラスチック製品は、製造
段階で様々な化学物質が使われるだけでなく、
分解によってマイクロプラスチック・ナノプラ
スチックを生成。海水中の化学物質を吸収し、
長距離を移動することで汚染を悪化させている。

規制当局は、（少なくとも理論的には）原料
の採掘・抽出から廃棄までのライフサイクル
全体を監視すべき存在だ。厳格な規制の施行・
徹底、他地域・国との連携、事業移転などを
通じた企業による “規制逃れ” の防止といった
取り組みは、汚染対策を進める上で極めて
重要な意味を持つ。欧州委員会［European 
Commission］の調査によると、規制の施行
は人体・環境にもたらす影響の軽減や、水質レ
ベルの改善など様々な効果をもたらしている
という。
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規制を効果的に活用すれば、生産者による
共通基準の遵守、あるいは廃棄処分や海洋環境
への影響を視野に入れた製品設計を促すことも
可能だろう。

“何もしない” ことのリスク
海洋環境の化学物質汚染は、ほとんどが人為
的なものであり、過去 100 年に発生したもの
だ。そして化学物質の生産・イノベーションは、
今後数年から数十年にかけて加速する見込み
で、規制環境が発展途上にある国々がその中心
となる可能性が高い。対策が講じられなければ、
海洋化学汚染は更に大幅に悪化する可能性が
高い。

現在そして将来的な汚染の範囲・規模・影響と、
それに伴う損失の評価は、科学者・環境活動家
にとって喫緊の課題だ。脅威の実態が明らかに
なれば、対策の実効性も高まるだろう。“何も
しない” という選択肢も存在するが、現実的に
は何らかの対策が講じられる可能性の方が高い。
過去数年で、問題に対する危機感がさらに深
まっているからだ。例えば国連環境計画［UNEP］
は、化学物質・プラスチック・廃棄物による汚
染を、気候変動・生物の多様性損失と相関関係
にある三大人為的危機の一つに認定した。ま
た国際連合［国連］は、汚染問題を海洋環境
の持続可能性が「深刻な脅威に晒される」重
大な背景と考えており、『持続可能な開発目標』
［SDGs］達成の鍵を握る要因と位置づけている。
科学誌New Scientist も 2021 年中旬に発表さ
れた記事に、“化学物質汚染が地球の三大危機

である理由” という見出しを掲げ、危機感をあ
らわにした 5。一方、Stockholm Resilience 
Centre は過去十年間、この問題を地球上で人
間が安全に生存できる限界 “プラネタリー・バ
ウンダリー”［planetary boundary］の一つと
見なしている。

だが危機意識を高める言葉も、具体的行動に
つながらなければ意味がない。汚染の実態には
依然として不明な点も多く、さらなる研究の推
進と資金確保が欠かせないだろう。ただし問題
の全容解明をただ待つ時間は残されていない。
数万種に上る化学物質の検証には数十年という
時間が必要だが、その間にも着実に悪化する汚染
を傍観している余裕はないからだ。世界で近年
広まりつつある “予防原則 *”［precautionary 
principle］という考え方に基づき、一刻も早く
対策を講じることが求められている。

対策を進める上で特に大きな責任を負うのは、
化学セクターやその顧客となる企業だ。気候
変動と同様、汚染の影響を前提とした企業活動
は取り組みの第一歩となるだろう。

世界が何もしなければ、海洋化学汚染のさら
なる悪化は避けられない。化学製品の生産
拡大が大きな要因であるのは確かだが、規制
とその実行体制や製品設計の問題、家庭・
工業排水処理体制・廃棄物管理体制の不備など、
対応すべき課題はその他にも数多くある。

今回取材を行った専門家が特に大きな課題と
考えているのは、“海は廃棄物・有害物質を無尽
蔵に吸収・分解できる” という人々の固定観念だ。
そして同報告書が明らかにするとおり、これは
全くの誤解なのだ。

“厳格な規制の施行・徹底は、汚染対策を
進める上で極めて重要な意味を持つ ”

*  予防原則：重大かつ不可逆的な影響を及ぼす仮説上の恐れがある場合、科学的因果関係が十分証明されなくても規制措置を可能
にするという考え方
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世界的問題と実態解明の必要性
海洋における化学物質汚染は、国境や生産地
からの距離に関わらず、あらゆる地域と人々に
影響を及ぼす問題だ。それを証拠に太平洋島嶼
部やフェロー諸島、北極圏の住民 ‒‒ 特に海産
物を食料源とする貧困国の女性・子供 ‒‒ から
も、有害物質が検出されている。つまりこれは、
世界全体の脅威として捉えるべき問題だ。

しかしその経済的コストは一部の高所得国を
対象とした検証であり、海洋環境に生活や命が
かかっている数十億の人々への影響はほとんど
分かっていない。海洋生態系や人体、地域経済
に最も有害な化学物質に焦点を当てた調査・
資金支援が、喫緊の課題となっているのはその
ためだ。

また個々の化学物質だけでなく、複数の化学
物質による相互作用が海洋環境にもたらす影響
についても、さらなる調査が求められる。分析
の際には、気温・酸性度・塩分濃度といった
変動要因を考慮に入れる必要があるだろう。

既存の研究は先進国を対象とすることが多い
ため、少なからずバイアスが見られる。同報告
書ではこうした現状を念頭に置き、新興国を
対象とした研究も可能な限り活用した。研究
活動の偏りは、今後解消すべき大きな課題の
一つと言えるだろう。

既存の研究にまつわるもう一つの課題は、
より幅広いコミュニティとの知見共有だ。国連
環境計画が指摘するように、研究者と政策立案
者間のコミュニケーションについても改善を図
る必要がある。何もしないことのデメリット
と、対策を講じることのメリットを明確化する
ことが変化を促す有効な手段となるだろう。同

報告書で取り上げた米国メキシコ湾沿岸部の化
学物質汚染では、低酸素海域［デッドゾーン］
の拡大に伴う漁業への推定被害額が年間約８億
3800万ドル（約960億円）に上っている。一方、
適切な対策を講じた場合は、生物多様性の回復
につながるだけでなく、漁業収入が１億 1700
万ドル（約134億円）以上増加する見込みだ。

企業
主要汚染源となっている化学セクターは、問題
克服に大きな責任を担うだけでなく、取り組み
の成功を左右する存在だ。仮に対応を怠れば、
業界そのものが存亡の危機に立たされるだろ
う。その理由の一つは、化石原料に大きく依存
する同セクターが、脱炭素化を求める政府・
金融機関のさらなる圧力に直面することだ。
もう一つの理由は、化学物質汚染が環境・人体
に及ぼす影響の解明が進み、気候変動の問題で
も重要な役割を果たした消費者・投資家の声が
高まることだ。

現状維持に甘んじる企業は、グリーンケミス
トリー分野で見られる革新的企業の台頭によっ
て、特に大きな圧力にさらされる可能性が高い。
革新的企業は、業界の持続可能な変革にも重要
な役割を果たすだろう。化学物質使用の適正化、
規制の厳格化を求める消費者・市民の声の
高まりを背景とした顧客企業の取り組み加速も、
こうした流れを後押しするはずだ。

プラスチック汚染対策と同様、化学セクター
では循環利用の推進に向けた機運が高まって
いるが、意外にも企業の対応は限定的で、業界
レベルの連携はほとんど見られない。改革を
加速させるためには、文化・構造レベルで企業
のあり方を変える必要がある。
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おわりに
海洋環境の化学物質汚染は可視化が難しい
問題だ。しかし現在、この課題は徐々に解消
されつつある。問題の規模・深刻度、そして
事態のさらなる悪化が海洋環境にもたらす
リスクについては、科学的エビデンスの蓄積が
進んでいる。気候・天候の調整や、酸素の生成、
炭素の吸収、数十億の人口に対する食料源の
供給など、海洋環境が果たす重要な役割を考え
れば、現状容認という選択肢は存在しない。

あらゆるステークホルダーの関与を実現し、
具体的行動につなげるためには、複雑な
課題への対応を迫られる。問題克服は決して不
可能でない。同報告書（そして『Back to Blue』
イニシアティブ）を通じ、問題の背景や実態、
現時点で明らかな影響、克服に向けたソリュー
ションなど、この地球規模の課題に対する
認知度が向上し、様々なステークホルダー
の取り組みが推進されることを願っている。 
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 ○ 世界には膨大な数の化学物質が流通して
いるが、その多くについては潜在的影響が
解明されておらず、“残念な代替” が行われ
るケースも少なくない
現在世界で流通する合成化学物質は数万
種類に上るが、海洋環境・人体に及ぼす
影響はほとんど知られていない。しかし
一部については、高い毒性が明らかに
なっている。過去数年で、数十種類以上
の化学物質が禁止・制限・代替措置の対
象とされたが、十分な評価が行われない
まま代替物質に指定され、後に有害性が
発覚する事例（“残念な代替”［regrettable 
substitution］）も少なくない。

 ○ 海洋環境に有害な “高懸念科学物質” は
非常に数が多い
“高懸念化学物質”［chemicals of greatest 
concern］の対象となるのは、残留性有機
汚染物質［Persistent Organic Pollutants

＝ POPs］・重金属・栄養素・農薬・プラ
スチック・医薬品・放射性物質・石油製
品・家庭用化学製品・消費者向け化学製品・
擬似残留性化学物質［pseudo-persistent 
chemicals］などだ（一部重複あり）。一部
の例外を除き、こうした化学物質のほとん
どは禁止・制限対象となっていない。規制
対象となった化学物質についても、依然
として大量備蓄が存在し、廃棄・処理が
必要なものが多い。中でも特に影響が深刻
なのは POPs だ。ストックホルム条約 * 等
の国際条約によって、既に数十種類の化
学物質が POPs に指定され、禁止・制限・
代替措置の対象となっている。しかし
POPs の条件を満たしながら、規制対象外
となっている化学物質の数は数千種類に
上る（他の高懸念化学物質についても状況
は同じ）。一刻も早い対策が求められている
のはそのためだ。

本章では、海洋汚染の原因となる主な化学物質を取り上げ、
現時点で解明されている原因・影響を検証する。 

1.1 主要な論点

* ストックホルム条約：正式名称は『残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約』［Stockholm Convention on 
Persistent Organic Pollutants］で POPs 条約と呼ばれることもある

海洋化学汚染の主要原因物質
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 ○ 有害化学物質の解明は、依然として道半ばだ
化学物質（そしてその相互作用）が海洋
環境にもたらす害については、依然とし
て十分に解明されていない。特に大きな
足かせとなっているのは資金不足の問題
だ。資金支援の対象を高懸念化学物質の
研究に絞り、生態系・生物相 *・人体・地域
経済に及ぼす影響を解明するといったアプ
ローチは有効だろう。また新興国における
実態解明も大きな課題だ。既存の研究は先
進国を対象とするものが多く、汚染の影響
が特に深刻な新興国の貧困層・社会的弱者
に十分な関心が向けられていない。

 ○ 汚染対策は研究と並行して進める必要がある
上述のように、海洋化学汚染の研究は依然
として途上にあり、今後さらに多くの化学
物質について影響評価・管理を進める必要
がある。しかし、一部の化学物質が海洋環
境に及ぼす影響は既に明らかであり、汚染
対策は研究の進展を待たず早急に進める
べきだ。

2020年に発表されたある研究によると、製品・
使用対象として登録済みの化学物質・化合物は、
これまでの推計よりも３倍多い 35万種類。そ
して企業による極秘扱い、あるいは曖昧な記述
によって詳細が不明な化学物質も、約 12万種
類に上るという。

専門家が、現在の推定をはるかに上回る環境
被害を懸念するのはそのためだ。海産食品を通
じた直接的な形、あるいは気候変動、漁場や

マングローブ林・サンゴ礁（高潮の抑制効果を
持つ）の破壊といった間接的な形で人体に及ぶ
影響も、同様の理由から過小評価されている可
能性が高い 1。

世界的な知識・情報不足を解消する必要性
は、2019 年に国連環境計画が発表した報告書
『Global Chemicals Outlook』［世界化学物質
アウトルック］でも指摘されている。同報告書
はこの問題を、化学汚染の軽減に向けて対応す
べき主要 10課題の一つとして明記。問題克服
の鍵として、「研究プロトコル［実施計画書］の
統一や、人体・環境への影響分析を通じた優先
課題の特定（例：新たに確認された問題）、科学
者・政策担当者の連携加速を通じた科学・政策
インターフェイスの強化」といった取り組みを
挙げている 2。

また同報告書は、複数化学物質による相互
作用も優先研究分野として指摘。「（『生物多様性
条約 **』の 2010 年目標は）混合化学物質に対
する生態系の累積暴露［cumulative exposure］
を、生物多様性の損失につながる５大要因の一
つに挙げている」とし、「この “混合物質” が人・
生物の健康や環境に及ぼす影響がほとんど解明
されていない」現状に警鐘を鳴らしている 3。

高懸念化学物質を包括的にリスト化すること
は難しい。ごく一部の例外を除き、化学物質が
人体・環境にもたらす影響は、ほとんど（ある
いは全く）分かっていないからだ 4。過去 20年
の論文 13 万本（3500 品目以上の化学物質を
分析）を検証したある研究によると、その半数
はわずか 65種類の化学物質を対象としていた。
また「一部の化学物質については、化学セクター
関連出版物で発表された内容がほとんどを占め
ていた」という 5。つまり研究対象となる化学

“ごく一部の例外を除き、
化学物質が人体・環境にもたらす影響は、
ほとんど（あるいは全く）分かっていない ”

*  生物相［biota］：特定の環境（地域・時代）に生息する生物を全てまとめた概念
** 生物多様性条約：正式名称は『生物の多様性に関する条約』［Convention on Biological Diversity ＝ CBD］
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物質は限られており、その中には客観性が疑わ
しい分析も含まれているのだ。

多くの研究がテーマとしている人体への影響
を見ても、有害化学物質の危険性は明らかだ。
例えば、世界保健機関［WHO］の推計では、
化学物質汚染による早世者の数が 2019 年時点
で 200万人に達している（死因のほぼ半数は鉛
中毒）6。同機関はこのデータが「問題の一端に
過ぎず、人々はさらに多くの化学物質へ日常的
に晒されている」として懸念を示している 7。

1.2 定義の問題と取り組みの現状
化学物質が海へもたらす影響については、ほと
んど解明が進んでおらず、包括的かつ信頼性
の高いリストを作成することは不可能に近い
（その理由について後ほど詳しく取り上げる）。
しかし一部の国家機関・国際機関は、取り組み
を既に始めている。例えば、EUの専門機関で
ある欧州化学物質庁［European Chemicals 
Agency ＝ ECHA］は複数のリストを作成。
その一つである認可候補リスト［Candidate 
List］は、「（ヨーロッパで生産、あるいは輸入
され）人体・環境への影響が非常に深刻な」
223種類の化学物質を掲載している 8。

また認可対象物質リスト［Authorisation 
List］には、EU内で段階的廃止対象となった
54の化学物質 9、制限物質リスト［Restricted 
List］には、域内での製造・使用が禁じられた
69の化学物質が含まれている 10。

三つのリストは今後も随時更新される予定で、
加盟国による化学物質の追加提案も可能だ。例
えば認可候補リストに掲載された８物質は、「生
殖機能に異常を来す物質・発ガン性物質・呼吸
器感作性物質・内分泌かく乱物質など、人体に

深刻な影響をもたらす」として、2021 年７月
に追加されたものだ 11。

しかしリストへの掲載によって、対象物質の
使用が完全に禁止されるわけではない。2007
年１月に発効した『REACH 規則』* の下で、
濃度が 0.1 重量パーセントを超えた場合に限り、
「安全な使用に必要な情報を顧客・消費者へ提供
する義務」が発生するに過ぎない 12。

他の国内・国際機関も独自のリストを作成
している。例えば、ヨーロッパを拠点とする
NGO ChemSec［国際化学物質事務局］は、『SIN
リスト』** と呼ばれるリストに ECHAを遥かに
上回る 1027 種類の有害化学物質を掲載。より
安全性の高い代替物質の導入・使用を、企業に
呼びかけている。

こうした取り組みから浮かび上がるのは、
“禁止・制限対象とすべき化学物質を特定する
最善の方法は何か” という疑問だ。『Back to 
Blue』イニシアティブは、明確・迅速かつ
世界規模で応用可能なプロセスを知識ベースと
してまとめることを目指している。本報告書が、
海洋環境・人体・地域経済に最も有害な（ある
いはその可能性が高い）化学物質の特定を重要
な目的としているのはそのためだ。高懸念化学
物質を特定できれば、優先度の高い研究分野も
自ずと明らかになるだろう。

前述の通り、有害性の判定は決して容易で
ない。特に困難が伴うのは、どのような特性を
分析対象とすべきか判断することだ。難分解性・
生体蓄積性・毒性（併せて PBT と呼ばれる）
を基準とするのが一般的だが、POPs を対象と
するストックホルム条約では、長距離移動の可
能性も考慮されている（国単位の POPs 対策が

* REACH規則：正式名称は『化学物質の登録・評価・認可・制限に関する EU法』［Registration, Evaluation, Authorisation 
and Restriction of Chemicals］

**SIN リスト：SINリストの “SIN” は “Substitute It Now”［今すぐ代替が必要］の頭文字を取ったもの。
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難しい理由もそこにある）13。また影響評価の
基準となる摂取量・暴

ば く ろ
露量の閾

い き ち
値やデータソー

スにも組織ごとの違いがあり、評価に差が生じ
る要因となっている 14。高懸念物質リストの
対象物質（そしてPOPs と認定されるかどうか）
が評価機関によって異なるのもそのためだ。

こうした既存リストの多くが、目的を果たし
ていないと考える専門家は少なくない。例えば
複数の独立評価によると、POPs に認定すべき
化学物質の数は、ストックホルム条約の 29物
質をはるかに上回る。95000 種類の化学物質
を分析したある研究は、そのうち 5000 種類が
POPs の候補になると結論づけている 15。

“残念な代替”
段階的廃止措置は、有害化学物質の管理に有効
なアプローチだ。しかし効果的な汚染対策の
ためには、代替品となる化学物質にも目を
向ける必要がある。例えば、難燃剤の一つポリ
臭素化ジフェニルエーテル［PBDE］は、約一
世紀前に工業生産が開始されたポリ塩化ビフェ
ニル［PCB］の代替材料として普及した。PCB
は海中堆積物や河川・地上に蓄積し、食物連鎖
を通じて人体・生物へ深刻な害を及ぼすことが
確認されたからだ。

PCBと分子構造の共通点が多い 17PBDE は、
難燃性の高さ *から、家具・マットレス・絨毯・
プラスチック製収納用品などに使用されてきた。
しかし、内分泌かく乱作用によって人間・動物
に深刻な影響を及ぼすことが発覚している 18。
十分な検証が行われないまま代替材料が流通し、
（場合によっては元の化学物質以上の）毒性が明
らかとなる現象は、“残念な代替”［regrettable 
substitution］と呼ばれている。

市場に流通する３種類のPBDE**［pentaBDE・
octaBDE・decaBDE］は制限措置の対象と
なっている。しかし EUで一定量の使用が認め
られるなど、現在も全世界で様々な製品に利用
されている。

そして PBDE は五つある臭素化難燃剤の
一つにすぎず 、（PCBのケースが示すように）
“残念な代替” による負の連鎖も依然として続い
ている。例えばある研究は、PBDEの代替材料
の一つである有機リン酸エステル［OPE］20

が、飼い猫の甲状腺中毒の原因となる可能性を
指 摘 21。Arctic Monitoring & Assessment 
Programme***［北極モニタリング評価プログ
ラム］22 も、OPEを “北極の新たに懸念される
化学物質 ”［Chemicals of Emerging Arctic 
Concern ＝ CEAC］ に指定した 23。2019年に
発表された別の研究も、OPEが現在の暴露レベ
ルでも人体に影響をもたらすとし、「PBDEを上
回るレベルで検出されるケースも見られる」状
況に懸念を示している 24。

“残念な代替” は決して珍しい現象ではない。
海運セクターが近年直面した状況はその一例
だ。2020年１月、国際海事機関［International 
Maritime Organization ＝ IMO］は、低硫黄
燃料油［Very Low Sulphur Fuel Oil ＝ VLSO］
の義務化に踏み切った。硫黄分が多く、二酸化
硫黄を大量に排出する通常燃料を代替し、海水
の酸性化と生態系破壊を軽減するのがその
狙いだ 25。

モーリシャスの沖合で貨物船『わかしお』が
座礁し、運行不能に陥ったのは、そのわずか半
年後 2020 年７月のことだ。燃料タンクの重油
はほとんど回収されたものの、約 1000 トンが
海に流出。ある研究者グループによると、同船

*    米国の化学メーカーによって長年販売されたPBDEの難燃性能については、複数の研究者が疑問を呈している 16。
**  decaBDEは、pentaBDE・octaBDEの代替材料として開発された。これも “残念な代替” の一例と言える。
*** 北極モニタリング評価プログラム：国際協議組織 北極評議会［Arctic Council ＝ AC］のワーキンググループの一つ。
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が使用していた新燃料には、海洋生物へ影響を
及ぼす有害物質が通常の重油ほど含まれていな
かったという 26。

しかし同研究の主執筆者でカーティン大学 
地球・惑星科学学部 西オーストラリア生命・同
位体地球化学センターに所属するAlan Scarlett
氏によると、別のタイプの新燃料から「より
高い濃度の有毒成分が検出」されている。「さら
なる研究を通じて、全ての新燃料に環境負荷の
軽減効果があるかを見極めるべきだ」というの
が同氏の見解だ 27。

化学物質の相互作用
上述のように、既存の化学物質に関する研究は、
依然として途上にある。そのため高懸念物質の
リスト化と、適切な代替材料の特定は容易で
ない。

問題をさらに複雑化させているのは、複数の
化学物質による相互作用の影響だ。海洋環境に
は無数の化学物質が存在し、複合的な反応を生
じる場合がある。例えば一部の化学物質では、
毒性効果（化学物質の混合により毒性が蓄積さ
れる）や、相乗効果（個々の物質が持つ以上の
毒性作用を発揮する）が確認されている。また
他の化学物質の毒性をさらに高める、あるいは
（反応の順序によって）生物に対する毒性が変化
するものもある。

海水温上昇や海水の酸性化・貧酸素化なども、
化学物質の移動性・毒性を左右する要因だ（詳
細については、第３章を参照）。一部の専門家は、
化学物質の相互反応と各物質の相対的重要性が、
こうした環境要因によって変化する可能性を懸
念している。つまり様々な不確定要素が状況を
変える恐れもあるのだ。

化学物質と有害な相互作用
本報告書が掲げる目標に沿って、特に懸念の大
きな化学物質をリスト化したのが次ページの
表だ。上述の理由から、リストは完全なもので
はない。将来的な研究に向けた土台作りという
意味合いが大きいことに留意いただきたい。

前章でも紹介したこれらの化学物質は、海洋
環境への影響が特に大きいと専門家パネルが現
時点で考えるものだ。こうした汚染物質への対
策は、海洋環境の回復を進める上で重要な一歩
となるだろう。本報告書では、影響が最も深刻
な化学物質を次のように分類する（一部重複）：

 ○ 残留性有機汚染物質［POPs］：前出の
PCB・PBDE の他、有機塩素系農薬、ダイ
オキシン、フラン、PFAS と呼ばれるフッ
素化学品の一部（例：ペルフルオロオクタ
ンスルホン酸［PFOS］・ペルフルオロオク
タン酸［PFOA］）など

 ○ 重金属：水銀、鉛、カドミウムなど

 ○ 栄養素：富栄養化 * につながる肥料、人・
動物の排泄物などの有機物 28

 ○ 農薬：ストックホルム条約で禁止対象と
される化学物質の半分以上は農薬であるこ
とからも、特に重要なカテゴリーと言える

 ○ プラスチック：マクロプラスチック・マイ
クロプラスチック・ナノプラスチックなど。
プラスチック自体が汚染源となるだけで
なく、POPs をはじめとする化学物質の長
距離移動を促す

 ○ 医薬品：人・動物向けの医薬品など。大量
使用や誤用を通じた “薬剤耐性” の原因と
なる抗生物質は特に懸念が大きい

* 富栄養化：藻類の異常増殖により水中が酸欠状態となり、海洋生物の大量死を招く現象。
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化学汚染と海洋環境：汚染物質と経路
世界では現在、35万種以上の化学物質が製造・使用を目的として登録されており、スマートフォンから食品の保存料まで、日常生活に不可
欠なテクノロジー・製品の生産に重要な役割を果たしている。ある著名な研究によると、海洋化学汚染の約80％は陸上由来の物質を原因と
するもので、海洋由来の物質はわずか20％にとどまっている。下の図は、特に懸念の高い化学物質をまとめたものだ。

炭素ベースの化学物質で、家具・電子機器などの
製品に使用。健康被害をもたらす恐れがある。

人力小規模金採掘や石炭の燃焼、
非鉄金属・セメントの製造により発生・流出

水銀

残留性有機汚染物質［POPs］

殺虫剤・除草剤・殺菌剤など、世界全体で1000
種類以上が使用され、サンゴの死滅・白化や水生
植物の損失の原因となる。

農薬

石油には約１万種類の成分が含まれており、その
一部はがん・突然変異・出生異常の原因となる可
能性がある。

炭化水素

重金属

Hg

発がん性リスクが極めて高く、電池・ソーラーパネル
・プラスチックなどの製造に使用。石材・鉄鋼・めっ
き産業の排水にも多く含まれる。

カドミウム
Cd

砿業、石油・ガス開発、インフラ整備、浚渫、電子
機器などの産業で発生する。生体蓄積により心臓病
・脳卒中・がんの原因となる。

鉛
Pb

化学製品
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 ○ 放射性物質：近年発生した放射能汚染（例：
2011年の福島原発事故）、これまでに廃棄
された放射性物質、自然放射線など

 ○ 石油：流出事故の処理に使用される化学
物質を含む

 ○ 家庭用化学製品・消費者向け化学製品：洗剤・
化粧品・シャワージェル・日焼け止めなど

 ○ 擬似残留性化学物質：水域環境で急速に拡
散。幅広い製品（例：医薬品）に使用され
ているため、濃度が急速に上昇しつつある

 ○ その他化学物質：現在使用されている約30
万種の化学物質の多くは、影響がほとんど
解明されていない

1.3 残留性有機汚染物質［POPs］
残留性有機汚染物質［POPs］は、炭素ベー
スの化学物質の総称で、人・動物への毒性が
強い。汚染源から離れた極地にも、土壌・水・
大気を通じて広く拡散し、長期間にわたって
環境に残留する（PFOAの場合は永久的に残留
する可能性もある）。また POPs は食物連鎖を
通じて脂肪組織などに蓄積され、人や魚、捕食
鳥、捕食性哺乳類ではバックグラウンド濃度 *
の７万倍まで生体濃縮されることがある 29。

環境中に存在する POPs の多くは、農業や工
業製品の製造工程（例：家具・電子機器・玩具
などの消費者向け製品）で使用されるものだ。
ダイオキシンやフランなど、その他の POPs は
焼却や工業プロセスの副産物として流出する
ことが多い 30。ストックホルム条約のリスト
に掲載された 29物質の使用は減少しつつある。
しかし依然として大量の備蓄が存在しており、
さらなる環境汚染を食い止めるためには、適切
な廃棄処分・処理が不可欠だ。また POPs の

基準を満たす化学物質の数は、既存の 29種類
をはるかに上回る可能性が高い。

POPs が危険物質とされる最大の理由は、
がん・アレルギー・生殖障害・先天異常など
の原因となることだ。またその多くは、内分
泌かく乱や免疫機能・神経系異常を引き起こ
すことも知られている。ストックホルム条約
の対象となった 29 の POPs の多くは “廃絶”
対象となっており 31、2022 年初頭の時点で
さらに６物質が追加候補に挙がっている 32。

おそらく世界で最も著名な POPs は、米国軍
がベトナム戦争で用いた “枯葉剤” で有名になっ
たダイオキシン、そして農薬・殺虫剤として
使われたDDTだろう。枯葉剤は世代を超えて
深刻な健康被害を及ぼしており、DDTも内分泌
をかく乱することが分かっている。後者は農業
使用が禁じられているが、一部の国では現在も
蚊の駆除に使用されている。

PCB
POPs と比べ知名度は低いが、PCB［ポリ塩
化ビフェニル］は “最も有害なレガシー汚染
物質” 33 と呼ばれる化学物質だ。1979年に禁止
されるまでの生産量は、米国だけで約 68万ト
ンに上っている 34。全世界で推定 130 万トン
が生産された 35 PCB は、変圧器（難燃剤とし
て）、塗料、電気機器、プラスチックの添加剤や、
道路のほこり飛散防止剤としても使われていた。
総生産量の３分の１は沿岸地域の堆積物や海中
に、残りは廃棄物埋め立て地や、現在も使用中
の施設などに残留すると考えられており、今後
数十年にわたって影響を及ぼす可能性が高い 36。

PCBに特徴的な化合物を含む化学物質は209
種類ある。人・動物への毒性が高く、その全て

* バックグラウンド濃度：汚染の影響を受けていない状態の濃度。
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はストックホルム条約で “廃絶” 対象とされて
いる。食物などを通じて人体に取り込まれ、発
達障害・行動障害・記憶機能低下の原因となる。
また人間や一部の動物（例：アシカ）の免疫
機能を低下させ、発がん性も確認されている 37。
PCBの影響は魚介類にも見られ、高濃度で蓄積
された場合は死亡、低濃度の場合は繁殖機能の
障害を招く恐れがある。

1980年代に発表された著名な研究によると、
主な海洋汚染の経路となっているのは大気降下
だ。その後の調査では、北半球（特に地中海・
バルト海）で特に高濃度の PCBが検出されて
いる 38。

ただし一部の海域では、濃度の減少が見られ
る。例えば、大西洋北東部の海洋環境保護を
目的とした地域機関 OSPAR Commission［オ
スパール委員会］の研究によると、三つの対象
地域（北海北部・南部・カディス湾）では、統
計的な濃度低下が見られたという。（アイルラン
ド・スコットランド西部沿岸地域の堆積物には、
2015年時点で減少が確認されなかった 39。）

ただし甲殻類を対象とした 2017 年の調査
では、二つの深海域で海表面をはるかに上回る
多種の PCB（そして PBDE）汚染が確認され
ている。同域の甲殻類から検出された PCBの
濃度は、汚染が深刻な中国の河口域に生息する
蟹の 50倍に上った 40。また 2016 年の研究に
よると、南極海の魚に蓄積された PCB・POPs
の濃度も、過去20年上昇傾向にあるという 41。

一部の国では特定機器を対象とし、PCB が
2025 年まで使用される見込みだ。こうした

機器は、2028 年までの処分・解体が義務づけ
られているが、あらゆる国に期限遵守を徹底す
るのは難しい。ストックホルム条約が発効して
から数十年が経つが、PCBによる影響は今後も
続くだろう。 

その他の POPs
一般的な認知度は低いものの、ストックホルム
条約の附属書Aには、現在数十種類のPOPs が
掲載されている。クロルデン・ディルドリン・
リンデン・ジコホール・エンドスルファンなど
の殺虫剤・農薬はその一例で、エンドスルファ
ンは多くの国でコーヒー・米の栽培などに使用
されている。また殺虫剤やプラスチック・ゴム・
電気機器の難燃材として使われるマイレクス、
電気機器・自動車・飛行機・絨毯などに使われ
る臭素系難燃材デカブロモジフェニル・ヘキサ
ブロモビフェニルなども含まれている。

だが前述の通り、本来 POPs と見なされる
べき化学物質の数は、これよりもはるかに多い。
2012 年に行われたある研究によると、対象
物質 93000 種類のうち 190 ～ 1200 種類が、
POPs の基準（残留性・生体蓄積性・毒性・長
距離移動性など）を満たしている 42。同論文
の著者によると、そのうち 10種類は「現在も
大量生産が行われている」という 43。

同条約の対象となる化学物質の中で、最も対
策強化の必要性が高いのは、パーフルオロアル
キル化合物およびポリフルオロアルキル化合物
［PFAS］と呼ばれる化学物質群だ。米国環境保
護庁［Environmental Protection Agency］の
試算によると、PFAS に含まれる合成化合物は
9200 種類を上回る 44。ストックホルム条約の
リストに掲載済みの PFAS は、ペルフルオロ
オクタンスルホン酸［PFOS］とペルフルオロ
オクタン酸［PFOA］だけだ。しかし、同条約
の専門委員会は PFHxS も対象に加えることを

“  POPs が危険物質とされる最大の理由は、
  がん・アレルギー・生殖障害・先天異常、内分泌かく乱、
  免疫機能・神経系異常などの原因となることだ ”
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提案しており、その他の物質についても追加が
検討されている。また 2021 年中盤には、長鎖
パーフルオロカルボン酸［PFCA］（それらの
塩と関連物質を含む）を掲載候補としてカナダ
が提案 45。同条約の POPs 検討委員会は 2022
年初頭、これらが基準を満たすと判断し、掲載
審査第２段階（全３段階）への移行を決定した。
このまま審査が進めば、数年後には世界的な
禁止措置が施行される見込みだ 46。また同委員
会は、有害プラスチック添加剤UV-328・デク
ロランプラス・中鎖塩素化パラフィン［MCCP］
（プラスチックの難燃剤などとして使用）につい
ても対策が必要としている 47。

PFAS は、熱・油・水ぬれ・グリースなどへ
の耐性が高く、消火剤、衣服の耐水加工、耐油・
耐水食品包装材、焦げ付き防止調理器具、化
粧品、日焼け止め、人工芝（耐摩擦加工など）、
電子機器（難燃性強化など）といった様々な家
庭用・工業用製品に過去数十年使われてきた。

PFASの中でも特に毒性が高いのは PFOAと
PFOSだ。前者はかつて、焦げ付き防止調理器
具のテフロン加工に使用されていた。後者に
ついては、前駆物質が３Mの “スコッチガー
ド” 撥水剤に使われ、現在も金属メッキなどの
工業処理に活用されている。いずれも米国では
段階的廃止措置の対象となっている 48。PFAS
はタンパク質に結合しやすく、発がん性が高い。
人・動物に免疫機能低下やホルモン系かく乱と
いった害を及ぼすことが知られている。PFOS・
PFOA は共に海洋性プランクトン 49 や海水 50

から高濃度で検出されている。ある調査では、
太平洋北部海域から北極海まで 30 箇所の海
表面から採取された海水サンプルの 80％以上
から、パーフルオロアルキルカルボン酸［PFCA］
（PFASの一種で PFOAもその中に含まれる 51）
が見つかった 52。

「これは極めて憂慮すべき事態だ。PFAS は
内分泌かく乱物質であり、生殖機能・免疫機能
への影響が極めて大きい」と指摘するのは、非
営利団体 International Pollutants Elimination 
Network［国際汚染物質廃絶ネットワーク＝
IPEN］のシニア・アドバイザー Mariann Lloyd-
Smith 氏。「免疫機能の低下は様々な健康問題に
つながるため、特に影響が懸念される。」

PFAS は水溶性が高く、深さ 50～ 200mの
海水層にとどまることが多い 53。複数の研究に
よると、「大気と海洋の相互作用が発生し、商業
漁業の対象となる多くの生物相（魚類の卵・幼
生など）が生息する」厚さ 50マイクロメート
ル（0.005cm）の海表面マイクロ層でも、高濃
度のPFASが検出されている 54。

生体蓄積や堆積物への沈殿、あるいは深海か
ら海表面へ浮上し、大気から微小な水滴として
長距離を移動するなど、PFAS は様々な経路で
汚染を拡散する。海洋性エアロゾルは、大気中
の PFASの最も大きな二次汚染源となっており、
気候変動にも影響を及ぼす 55。その拡散度と
海洋環境への影響は依然として十分解明されて
いない。しかし複数の研究によると、北米五大
湖地方の雨水から検出される PFAS の濃度は、
水銀・PCB・農薬といったレガシー汚染物質の
10～ 1000倍に達しているという 56。

PFAS は、その他にも様々な形で海洋環
境を汚染しつつある。例えば、消火訓練が
定期的に行われる防衛施設では、消火剤に
よる PFSA 汚染が蔓延している。同国のNGO 
Environmental Working Group［EWG］ は、
約 700の防衛施設を対象に実施した米国防衛省
の調査 57 を受け、385の施設で「飲料水・地下
水源・周辺地域の汚染が深刻化している」と発
表した。オーストラリアをはじめとする他の国
でも、同様の汚染が確認されている 58。
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PFAS は、排水処理施設で除去することが極
めて難しい 59。PFAS を構成する “炭素―フッ
素結合” は、“有機化学で作り出せる最も強力
な結合” 60 とされており、環境への流出後も
ほとんど分解が進まないためだ。分解性のある
PFAS も、高い残留性を保ったまま蓄積される
事が多い。これまで分析が行われた PFASは全
体のごく一部だが、その多くは数年にわたって
人体に蓄積され、半減期も数年から数十年にわ
たることが判明している 61。“永遠の化学物質”
［フォーエバー・ケミカル］と呼ばれるのはその
ためだ。

こうした有害性が確認されていながら、PFAS
の多くは現在も合法的に使用可能だ。しかし
近年、こうした状況に変化が生じつつある。例
えば米国環境保護庁は、「PFAS に対する理解
を深め、潜在的リスクを軽減する」ための組織
を設立 62 し、そのうち一つについては 「政治的
判断の影響が認められる」として有害性評価の
訂正・更新を行った 63。これは、先進国におい
て適切な影響評価が必ずしもされていないこと
の証しだ。

また2021年中盤には、ヨーロッパ５カ国（ド
イツ・デンマーク・オランダ・ノルウェー・ス
ウェーデン）が EU圏内における「PFASの製造・
市場化・使用」制限措置を共同提案。発表され
た声明では、現状容認に甘んじれば、PFAS に
よる環境汚染が不可逆的なレベルに悪化すると
して警鐘を鳴らした 64。

また５カ国は、「水溶性・移動性が高い PFAS
による、地表・地下水・飲料水・土壌の汚染

は EU圏内だけでなく世界全体で進行しており、
今後も深刻化が予測される」と指摘。「環境に
流出した PFASの除去は極めて困難で、膨大な
費用が必要となる。また一部のPFASは、人体・
環境への毒性が高い、または生物蓄積性を持つ
（あるいは両方の特質を併せ持つ）物質である
ことが証明されている」として対策の必要性を
訴えている 65。

1.4  重金属
一部の重金属を対象とした国・世界レベルの
規制は、近年強化されている。しかし国連環境
計画が発表した『世界化学物質アウトルック 
第２版』によると、「ほとんどの重金属（鉛・
水銀など）については、市場規模が横ばい状態、
あるいは拡大傾向にある」という 66。

鉛・水銀は、電池・ソーラーパネル・プラスチッ
ク製品などの安定剤・着色料として使われるカ
ドミウムや、銅、クロム、マンガンといった他
の汚染物質よりもはるかに認知度が高い。

2021 年は、重金属の規制において大きな分
岐点となる年だった。毒性の高い有鉛ガソリン
を流通する唯一の国アルジェリアが販売を停止
し、撤廃措置が完了したからだ 67。国連環境
計画によると、約一世紀にわたりガソリン添加
剤として使われてきた鉛は、「大気・粉塵・飲料
水・作物を汚染し」、心臓疾患・脳卒中・がん・
発達障害・知能指数の低下（IQ5~10 の減少）
などの原因となってきた 68。この撤廃措置に
より、年間約120万人の早世、そして世界全体
で約2.5 兆（約 284兆円）ドルに及ぶ経済損失
を防ぐことができたという 69。

しかしヒ素・カドミウム・水銀と同様、鉛の
海洋流出は今も続いている。汚染源の一つと
なっているのは深海採鉱だ。陸上における鉱物
埋蔵量の減少に伴い、深海採鉱の重要性は今後

“  PFAS の半減期は数年から数十年にわたることが
   判明している。“永遠の化学物質”［フォーエバー・
ケミカル］と呼ばれるのはそのためだ ”
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さらに高まる可能性が高い（詳細については、
第３章を参照）。

もう一つの主要な汚染源は、港湾・沿岸部
における浚

しゅんせつ
渫作業で、堆積物に含まれる重金

属の流出につながっている 70。未処理排水も、
海洋化学汚染の大きな要因だ。特に新興国で
は、排水全体に占める割合が 80～ 90％と多く、
「鉛・カドミウム・水銀などの重金属が含まれる
ことも多い」という 71。また陸上環境における
採鉱や石油・ガス採掘、化石燃料の燃焼も深刻
な汚染源だ。

重要な汚染経路となっているのは、食物連
鎖を通じて重金属が体内濃縮された魚介類の
摂食だ。複数の研究によると、ブラジル・カナダ・
中国・コロンビアの漁業コミュニティで育つ
子供の 1.7％に認識機能障害が認められたと
いう 72。

特に水銀は、重金属の中でも神経系・免疫
機能・肺・腎臓への毒性が強く、胎児・幼児
へ特に深刻な影響を与える 73。世界保健機関
［WHO］が、公害を引き起こす 10大化学物質
の一つに定めているのはそのためだ 74。

1.5  栄養素
このカテゴリーに含まれるのは、肥料の栄養素
（窒素・リン・カリウム）や人・動物の排泄物
などだ。海洋環境へ流出したこれらの栄養素が、
植物プランクトン・海藻の異常増殖を引き起こ
す現象は “富栄養化” と呼ばれ、赤潮や水中の
酸素減少に伴う魚介類の窒息死、“デッドゾーン”
［低酸素海域］発生の原因となる。

環境破壊や、魚介類（牡蛎・カニなどを
含む）の漁獲量減少といった経済損失をもた
らす富栄養化は、自然発生することもある。
しかし、排水処理施設や農業用地・都市部から

の（雨などによる）流出など、人為的要因によっ
て発生することがほとんどだ 75。

富栄養化の影響が、世界で最も深刻な海域の
一つはバルト海だ。最近発表されたある研究に
よると、「2011 ～ 16 年にかけ、海域の 97％
で富栄養化の影響が見られた（窒素・リンを
含む肥料の流出が主な原因）」という。窒素・
リンの使用は過去数十年を通じて減少傾向に
あるが、同海域への流出量は依然として多い
（2014 年時点で、それぞれ 82万 5825 トン・
3万 949 トン）。主な流出源は周辺地域の河川
で（P.30 の図参照）、年間38～ 44億ユーロ（約
5000 億～ 5800 億円）の経済損失につながっ
ているという 76。

デッドゾーンがもたらす損失については、
海洋化学汚染の経済的影響を検証する第 4章の
ケーススタディで取り上げることにする。

1.6  農薬・殺虫剤
大規模農業の普及により、農薬（殺虫剤・除草
剤・殺菌剤など）の需要は急速に拡大しつつ
ある。人口増加によって食料増産の必要性が高
まる現在、世界全体で 1000 種類以上の農薬が
使用されている 77。農薬の使用が禁止されれば、
栄養不足・餓死のリスクに直面する人口は 8億
人から 30億人へ増加する見込みだ 78。しかし、
国連食糧農業機関［FAO］が指摘するように、
非工業国で有機栽培法を取り入れれば、生産量
の拡大も（少なくとも減産を防ぐことが）可能
だろう 79。

こうした理由から、専門家の間では農薬の是
非に関する様々な議論が行われている。ただし
その多くが高い毒性を持ち、人・動物・環境へ
深刻な被害をもたらすことに異論の余地はない。
その証拠に、ストックホルム条約によって廃絶
措置の対象とされたPOPs の半分以上は農薬だ。
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農薬の被害が最も深刻なのは陸上環境だが、
流出・大気降下などを通じて海洋環境にも深
刻な影響を及ぼしている。例えば国連環境計画
によると、カリブ海では魚の大量死やサンゴの
死滅、卵殻の菲薄化（ひはくか）といった形で
農薬の影響が浮き彫りになっている 80。また
ジャマイカでは、「コーヒー農園での農薬散布

時期と、沿岸部で魚が大量死した時期に相関性
が確認された」という。特に除草剤は、藻場や
その他海藻類に深刻な影響をもたらしている 81。

世界最大のサンゴ礁群を抱える重要な海洋保
護区の一つで、サンゴの死滅と白化現象が近年
深刻化するオーストラリアのグレートバリア

図 1：バルト海の化学汚染と流出源
窒素・リンの流出源内訳（2014 年）

資料：State of the Baltic Sea ‒ Second HELCOM holistic assessment 2011-2016, HELCOM, p42.

バルト海への総流出量（2014年）
窒素（82万5825トン） リン（3万949トン）

窒素（52万9583トン） リン（2万2273トン）
河川からバルト海への総流出量（2014年）



© Economist Impact 2022

21海洋化学汚染の主要原因物質：『海に忍び寄る新たな危機』第１章

リーフは、海洋環境破壊を象徴する存在となっ
ている。その大きな原因となっているのは気候
変動の影響だが、陸上由来の殺虫剤・農薬も
重要な汚染源となっている。専門家が特に懸念
するのは、サトウキビなどの農園から大量に
流出する農薬の影響だ。複数の研究による
と、散布された農薬とそれに伴う分解生成物が、
沿岸部の河川 82 や近海 83 から検出されている。

こうした状況を踏まえ、農薬規制の強化、
あるいは特に有害な農薬の廃止といった措置が
求められているが、取り組みは遅々として進ん
でいない。例えば、 90 カ国にまたがる 600 以
上の NGO で構成される国際団体 Pesticides 
Action Network International［国際農薬行動
ネットワーク＝PAN］は、WHOや EU・米国・
日本政府の情報に基づき、毒性が極めて高い農
薬として338種類を挙げている。しかし、ストッ
クホルム条約の廃絶対象リストに掲載される農
薬の数は 20種類以下だ 84。PANが指摘するよ
うに、農薬の影響（内分泌かく乱など）に関す
る研究の遅れを考えても、同条約のリストは不
十分と言わざるを得ない。

農薬の深刻な影響は、海洋生態系にも及びつ
つある。例えば、約400種類の農薬がもたらす
影響について 25年間にわたり評価した 2021

年の研究によると、「農薬の使用量減少と共に、
脊椎動物への影響は減少しつつあるが、（特に
昆虫・海生無脊椎動物に対する）毒性は著しく
悪化している」という。この分析結果を見ても、
農薬の環境負荷が減少しているとは思えない、
というのが著者の見解だ 85。

農薬の絶対的な使用量、１ha［ヘクタール］
あたりの使用量は、共に増加の一途を辿って
いる。食糧農業機関［FAO］によると、2019
年の農薬使用量は世界全体で 420 万トンに上
る（世界人口一人あたり 0.6kg にあたる量）。
30年前と比較すると約 50％増加している計算
だ 86。除草剤はそのうち半分以上を、残りのほ
とんどは殺菌剤・殺虫剤が占めている。

数百の環境団体の支援を受けるPANは、農薬
の使用があくまでも最終手段だと考えており、
38種類の農薬を対象に 2030 年までの段階的
廃止措置を求めている 87。豆科のカバークロッ
プや堆肥の活用、混合農業 *、種まき・草取り
の時期適正化といった農業生態学的アプローチ
が、人体・環境負荷の軽減と収穫増につながる
ことは、数多くの研究により証明されている
からだ 88。こうした取り組みは、海洋環境にも
プラスの影響をもたらすだろう。

1.7 プラスチック
1950 年代の大量生産開始以来、世界は膨大な
量のプラスチックを生産してきた。ある推計に
よると、総生産量は 2015 年時点で 83億トン
に達しており、そのうち 20億トンは現在も使
用されているという 89。残りは既に廃棄物とし
て処理されており、その 80％程度が埋め立て
処分、あるいは流出などの形で（海を含む）環
境汚染の原因となっている。海洋環境の廃プラ
スチックが分解されるには、数世紀という長い

“ こうした状況を踏まえ、農薬規制の強化、あるいは特に
有害な農薬の廃止といった措置が求められているが、取り
組みは遅々として進んでいない。例えば、 90 カ国にまた
がる 600以上のNGOで構成される国際団体 農薬アクショ
ン・ネットワーク［PAN］は、WHOや EU・米国・日本
政府の情報に基づき、毒性が極めて高い農薬として 338 種
類を挙げている ”

* 混合農業：家畜飼育と作物栽培を組み合わせた農業。
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時間がかかる。こうしたプラスチックは細片と
なって拡散するが、その影響は依然として十分
解明されていない。

プラスチック汚染に対する市民の危機意識は
極めて高い。例えば、最近行われたアンケート
調査によると、海洋環境問題の最優先課題と
してプラスチック汚染を挙げた回答者は全体
の 60％に上っている（次いで多いのは化学物
質汚染・気候変動）90。こうした危機感を裏付
けるように、世界全体のプラスチック生産量
は 2020 年時点で 3億 6700 万トンに達して
おり 91（その多くは包装材・建材 92）、2040年
までに倍増する見込みだ 93。

環境へ流出するプラスチックも膨大な量に
上る。ある推計によると、1950 ～ 2015 年
にかけて生産された 83 億トンのうち、80％
が埋め立て・廃棄処分され、その一部は海へ
流出した 94。海洋環境における廃プラスチッ
ク（あらゆる種類を含む）は、2016 年時点
で約１億 5000 万トンと推計され、その後も
年間800万トンのペースで増加している。毎分
トラック一台分のプラスチックが海洋環境へ
流出している計算だ。対策が講じられなければ、
この数字は 2050 年までに３倍へ増加する可能
性が高い 95。

この問題が複雑なのは、プラスチック製品の
多くは使用後に価値がなくなってしまう（ある
いはほぼゼロになる）ためだ。製造コストが
安く、廃棄も容易で、多くの国がリサイクル・
再利用に必要な処理能力を備えていないことも
事態を悪化させている。

問題はそれだけではない。海洋プラスチック
汚染という言葉が想起させるのは、漁網が絡
まったアザラシや、プラスチック片で窒息した
クジラ、ビニール袋を飲み込んで死んだウミ

ガメなどのイメージだ。しかし汚染の大部分は、
目に見えない形で広がりつつある。

ビニール袋・プラスチック容器・釣具・スト
ロー・カップの蓋・使い捨て包装材などの製品
が、海洋汚染の原因となっているのは事実だ。
しかしマクロプラスチックと呼ばれるこうした
製品は、問題の一端に過ぎない。マイクロプラ
スチック（大きさ５mm～１μ［0.001mm］）
やナノプラスチック（大きさ１μ未満）の存在
は、海洋環境へさらに深刻な脅威をもたらして
いる。

マイクロプラスチック・ナノプラスチックに
は、製造段階で使われるもの（例：化粧品のマ
イクロビーズ）と、使用過程で発生するもの（自
動車用タイヤや合成繊維製の衣服の摩滅片な
ど）がある。これらは、まとめて “一次マイク
ロプラスチック” と呼ばれる。一方、自然環境
における摩滅、波・日光の作用などで生じる
ものは、“二次マイクロプラスチック”と呼ばれる。

マイクロプラスチック・ナノプラスチック
が海洋環境に有害な理由は、プラスチック片
が（リンゴなどの有機物と異なり）分解されず
に微小な粒となって環境に残ること、そして食
物連鎖を通じて生物に深刻な影響を与えること
だ。例えば、魚介類の体内に蓄積されることで
栄養失調を引き起こし、有害化学物質を吸収
した微小な粒子が食物連鎖を循環することで
生体濃縮の原因となる 96。

またマイクロプラスチックは、潮流に乗って
長距離を移動し、汚染を拡散する性質を持つ。
POPs が汚染源から遠く離れた超深海や極地な
どでも検出されるのはそのためだ。

プラスチックがもたらす脅威として最も深刻
なのは、（原料となる石油成分そのものよりも）
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中にほぼ必ず含まれる BPAやフタル酸類、着
色剤などの添加剤だ。こうした汚染物質の有害
性は、大気温の変動や他の化学物質との相互作
用などによってさらに悪化する可能性がある。
こうした相互作用の解明にはさらなる研究が
必要だが、プラスチックの過剰な生産・使用が
海洋環境へ深刻な影響をもたらすことは確か
だろう。

1.8  医薬品
世界的な人口拡大と医療支出の増加により、
医薬品の生産量は急速な伸びを示している。
また養殖海産物を含む肉類の増産に伴い、動物
向け医薬品の需要も拡大している。

こうした市場拡大が海洋環境にもたらす影響
は、決して前向きなものではない。一部の製品
に含まれる有害化学物質が深刻な影響を及ぼし
ていることは、動かざる事実だからだ。その
影響は、藻・海藻類から食物連鎖を通じて生態
系全体へ波及する可能性が高い 97。国連環境計
画によると、食物連鎖への影響は既に現れてお
り、魚の性転換といった形で波及しつつある 98。
またある研究は、抗うつ剤が魚同士のコミュニ
ケーションや捕食行動に及ぼす影響も報告して
いる 99。しかし医薬品がもたらす海洋化学汚染
は、まだ十分に解明されていないのが実状だ。

ただし、製造過程や製品の使用、人・動物の
排泄物、未使用品（使用期限切れなど）の不適
正な廃棄など、医薬品の流出経路は既に明らか
となっている。

製造過程・製品の使用については、海へ到達
する前に排水処理施設を経由するが、この段階
で化学物質の流出を防ぐことは難しい。国連環
境計画が指摘するように、こうした施設の多く
は「排水の酸化によって固形物やバクテリアを
除去しており、化合物の処理を念頭に置いて
いない」100。そのため、医薬品に含まれる化学
物質はろ過されずに、「淡水系を経由して海へと
流れ込んでしまう」のだ 101。

こうした現象は、世界各地の研究で報告さ
れている。例えば、バルト海域における医薬
品汚染の実態を調査した 2017 年の研究に
よると、汚染物質のほとんどは都市下水処理
施設［MWWTPs］から流出したものだった 102。
分析対象となった医薬品118品目の多くで、除
去率が低いレベルにとどまっており、ほぼ半数
近くが 50％を下回った。また、そのうち 16品
目については濃度上昇が見られたという。

こうした医薬品が海洋生物にもたらす影響に
は、依然として不明な点が多い。しかし抗生
物質の流出は、 WHOが “世界の健康に対する
10の脅威” の一つに挙げる薬剤耐性菌［AMR］
の増加につながる可能性が高い 103。

抗菌性・抗真菌性・抗ウィルス性物質を含む
抗菌剤で、手の消毒剤をはじめとする様々な
パーソナルケア製品に使われるトリクロサンは、
その代表例だ。こうした殺生物剤が、（カドミウ
ム・水銀などの重金属と同様に）「細菌の抗生
物質耐性遺伝を加速させ、AMRの拡散につな
がる」ことは、多くの研究で指摘されている 104。
つまり行き過ぎた “除菌” が、強い薬剤耐性を
持つ細菌の増加につながる可能性は高いのだ。

こうした懸念が現実のものとなれば、影響
は極めて深刻だろう。2014 年に英国政府が
発表した報告書によると、抗生物質耐性を持つ

“ 一部の医薬品に含まれる有害化学物質が深刻な影響を
及ぼしていることは、動かざる事実だ。その影響は、藻・
海藻類から食物連鎖を通じて生態系全体へ波及する
可能性が高い ”
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“超細菌”［superbug］による死亡者は、2050
年までに世界全体で年間 1000 万人へ増加し、
60 ～ 100 兆ドル（6900 兆～ 1.2 京円）規模
の経済損失をもたらす可能性がある。

1.9  放射性物質
国際原子力機関［IAEA］によると、放射性廃
棄物の海洋投棄は、1946 年に米国カリフォ
ルニア州沿岸部から約 80km離れた近海で初
めて行われた 105。放射性廃棄物はそれ以後、
圧力容器に入れられた放射性固形廃棄物・液体
廃棄物など、様々な形で海洋環境へ流出して
きた。世界には 14カ国 80 箇所以上の処分場
があり、最後に廃棄が実施されたのは 1993 年
のことだ。

軍用船舶や核兵器、放射性物質の輸送容器な
どの事故・損壊も放射能汚染の大きな原因だ。

陸上事故や核兵器実験（海上・水中の両方）の
放射性降下物、原子力発電所からの放射性廃液
なども、海洋汚染の要因となっている。

IAEA によると、海洋投棄された放射性廃棄
物の多くを占めるのは、放射能レベルの低い固
形廃棄物（54％）や　使用済み核燃料を含む
原子炉（43％）などだ。放射線レベルが 8.5 x 
104 TBq を下回り、意図的に廃棄される放射性
廃棄物の 95％近くは、大西洋北東部や北極海
のロシア北部海域に集中しており（両者はほぼ
同量）、残りの大部分は大西洋北西部や太平洋が
占めている。

海洋環境にある既存の放射性廃棄物は、減衰
によって 2 x 104 TBq 程度まで放射線レベル
が減少しており、2050 年までにはさらに半減
する見込みだ。

図２：都市下水処理施設における医薬品の除去率
調査対象となった医薬品 118 品目のうち除去率が 95％を上回ったものはわずか 9
品目で、16 品目については濃度上昇が確認された。調査を実施した研究者によると、
現時点で原因を断定するのは難しいという。

資料：Pharmaceuticals in the aquatic environment of the Black Sea region: A status report, UNESCO and HELCOM, p32
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福島原発事故と海洋汚染

2011 年３月 11日に発生した福島第一原子力発電所の事故は、人的被害だけでなく海洋環境にも深刻な影響
をもたらした。例えばヨウ素 131・セシウム 134・セシウム 137 をはじめ 106、事故発生前の数百万倍に
上る 107 放射性物質が環境へ流出している。

ヨウ素 131・セシウム 134 は半減期が比較的短く、事故発生から数週間後には急速に減少した。特にヨ
ウ素 131は、数週間内にほとんどが減衰。複数の専門家によると、セシウム 134の 97％も 2021年までに
減衰している。一方、セシウム 137は減衰に長い時間がかかり、半減期を迎えるまでの期間も 30年だ 108。
魚介類から高濃度のセシウム137・セシウム 134が検出されたことを受け、沿岸部の漁業は操業停止を余儀
なくされた 109。

しかし近年、同地域の海洋環境には回復の兆しも見られるようになっている。例えば 2015 年以降、日本
の厳格な基準を上回る放射線が検出される魚は、1000匹当たり２匹程度まで減少 110。発電所からは依然と
して放射性物質の流出が続くものの、「事故発生後１ヶ月のセシウム放出量に達するまで 5000年が必要」な
レベルまで改善した。福島沿岸の放射線量も安全基準を満たしており、2016年以降は 1平方メートル当たり
100 ベクレルの水準を保っている。事故発生前の１平方メートル当たり２ベクレルというレベルにはほど
遠いが、発生から数日内の5000万ベクレルという数値を考えれば大きな改善と言える 111。

しかしこうした状況は、大きく変わろうとしている。政府が 2021 年に、原発敷地内のタンク約 1000 基
に貯蔵された汚染水を海洋放出処分する意向を示したからだ。2023年を目処に 100万トン以上の汚染水を
放出するこの決定を受け、中国・韓国政府は反発を強めている。ろ過された汚染水に含まれる放射性物質は
（少なくとも理論上は）、比較的汚染リスクが低いと考えられている水素の同位体トリチウムだけだ 112。

しかし貯蔵タンクには、他の放射性同位体が大量に含まれている。米国Woods Hole Oceanographic 
Institution［ウッズホール海洋研究所］上級研究員で海洋放射科学者のKen Buesseler 氏は、「こうした物質
の健康リスクはトリチウムよりも深刻で、魚介類や海底の堆積物に蓄積しやすい」として懸念を示している 113。

例えば、汚染物質として知られるコバルト60・ストロンチウム90は、「特に蓄積・生体濃縮しやすい性質
がある」という。東京電力・日本政府から（同氏のような）専門家への情報提供が十分でないことを考えれば、
プルトニウムやその他汚染物質が含まれる可能性も否定できないというのが同氏の見解だ 114。

政府・東京電力は、汚染水の成分に関する情報公開を進め、「海洋放出を実施する前に、トリチウム以外の
汚染物質が除去されていることを示すべきだ」と同氏は指摘している 115。
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意図的な廃棄物以外にも、天然起源放射性
物質［NORM］（例：ウラニウム・ラジウム・
ラドン）、海底油田・ガス田の採掘、リン酸肥料
の加工は海洋汚染の大きな原因となっている。
また、数千トンに上る汚染水が流出した 2011
年の福島原発事故など、事故による流出も深刻
な汚染源だ（詳細については、P.35 の囲み記事
を参照）。

採掘によって石油・ガス貯留層から放出さ
れる油汚濁水［produced water］には、低レ
ベルの天然起源放射性物質（鉛 210・ポロニ
ウム 210・ラジウムなど）が含まれている 116。
しかし大西洋北東部を除いては入手可能なデー
タが限られており、正確な汚染状況を把握する
ことが難しい 117。

だが、放射性物質が海洋生態系に深刻な影響
をもたらすことは確かだ。残留期間の短いヨウ
素 131（半減期８日）、そして残留期間の長い
セシウム 137（半減期 30年）を含め、放射性
物質は植物プランクトン・動物プランクトン・
海藻といった海洋生物に吸収される可能性が
高く、食物連鎖を通じて人・生物に害をもたら
す恐れがある 118。

例えば英国で行われた複数の研究によると、
同国の原子力発電所が数十年にわたって放射
性物質を放出したアイルランド海では、アザラ
シ・ネズミイルカの体内から高濃度のセシウム・
プルトニウムが検出されている。特にアザラシ
では、「海水の 300 倍、餌となる魚の３～４倍
の濃度に達する」という 119。

大西洋・太平洋・北極海に廃棄された放射性廃棄物の放射線レベル（種類別）
廃棄開始年（1946年）から停止年（1993年）までが対象

資料：Pharmaceuticals in the aquatic environment of the Black Sea region: A status report, UNESCO and HELCOM, p32

廃棄物の種類
  海域 

 大西洋 太平洋 北極海
全体に占　
める割合合計

使用済み核燃料を含む原子炉 0 0 3.7 x 104 3.7 x 104 43

使用済み核燃料を含まない原子炉 1.2 x 103 1.7 x 102 1.4 x 102 1.5 x 103 2

放射線レベルが低い固形廃棄物 4.4 x 104 8.2 x 102 5.9 x 102 4.6 x 104 54

放射線レベルが低い液状廃棄物  < 1 x 10-3 4.6 x 102 7.6 x 102 1.2 x 103 1

合計 4.5 x 104 1.4 x 103 3.8 x 104 8.5 x 104 -

全体に占める割合 53 2 45 - 100
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放射性物質の蓄積状況は、照射量やその期間、
半減期の長さなど様々な要因に左右されるが、
遺伝子損傷やがん、死亡など深刻な害を及ぼす
恐れがある。

1.10  石油
石油・ガスの年間生産量の大部分を占めるのは
海洋掘削で、探鉱・製造にまつわる工程の多く
が汚染原因となっている。しかし最も深刻な
影響を及ぼすのは、タンカーや掘削装置の事故
に伴う石油流出だ。例えば 2010 年に発生した
メキシコ湾石油流出事故は、掘削施設ディープ
ウォーター・ホライズンの大規模爆発が発端と
なり、近海に深刻な被害をもたらしている。

ただし、石油による海洋汚染の大きな割合
を占めるのは陸上汚染源だ。海洋環境に流出
する年間推定 27億リットルの廃油の半分以上
は、陸上の排水路や工業施設の未処理排水に
由来する 120。

陸上・海洋由来の石油汚染は、共に野生動物
とその生息地へ破壊的影響をもたらし、観光・
漁業などの分野でも長期的な経済損失の原因と
なる 121。

約一万種類に上る石油成分の中でも、多環芳
香族炭化水素［PAH］（特に石油由来 PAH）は、
環境への影響が大きい。森林火災・火山噴火・
自動車の排気ガス・廃棄物の焼却など、有機物
の不完全燃焼によって発生する燃焼由来 PHA
［pyrogenic PAH］の汚染も深刻だ。

環境中で検出される PAH は 100 種類以上
に上り 122、その多くはがんや突然変異、動物
の出生異常の原因となる。また PAHは比較的
安定性の高い物質で、分解しにくいため、数
十年にわたり堆積物の中に蓄積されることも
ある 123。

石油流出事故の際に油の除去に使われる化学
物質も、海洋汚染の大きな原因だ。約 500 万
バレルの原油が流出したディープウォーター・
ホライズンの事故では、約４万 7000 バレル
の分散剤（コレキシット［Corexit］9500・
9527.203）が処理に使われた。原油を微液滴
に分解し、希釈するために利用される分散剤は、
バイオアベイラビリティ * を高めることが知
られている。またその中に含まれる化学物質
が、免疫・神経・心臓血管・肺機能に害をもた
らすことも、複数の臨床試験によって判明して
いる 124。

1.11  家庭用・消費者向け化学製品
溶剤・家庭用洗剤・カビ取り・洗濯用洗剤・
掃除用洗剤・漂白剤・家具用ツヤ出し剤・芳香剤・
塗料・ニス・殺虫剤・電池など、一般家庭では
無数の化学製品が使われている。

こうした製品に含まれる有害物質は、不適正
な使用・廃棄によって海洋環境へ流出する可能
性が高い。例えば、自動車のウォッシャー液は、
雨によって道路へ流れ落ち、排水溝から河川・
海へと到達する。また洗濯用洗剤・掃除用洗剤
は、流し台から（整備されている国では）排水
処理施設を経由し、処理排水として海へ放出
される。

“ 石油による海洋汚染の大きな割合を占めるのは、工業
施設の未処理排水などの陸上汚染源で、タンカーや
掘削装置の事故に伴う石油流出の影響も深刻だ ”

* バイオアベイラビリティ［bioavailability ＝生物学的利用能］：
人・生物に投与された薬物のうち、どれだけの量が全身に循環するのかを示す指標。
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その他にも、家庭で使われることの多い化粧
品・シャワージェル・デオドラント・シャンプー・
日焼け止めなどには、化学物質が多く含まれて
いる。例えば、日焼け止めには、ベンゾフェノ
ン［benzophenone］やその派生物質［誘導体］
であるオキシベンゾン［oxybenzone］125・ジ
オキシベンゾン［dioxybenzone］126 が紫外
線吸収剤として使用される。オキシベンゾンや、
一部の日焼け止めに使われるオクチノキサート
［octinoxate］・メチルベンジリデンカンファ
［4-methylbenzylidene camphor］・ブチルパ
ラベン［butylparaben］などの物質も、海洋
生物に長期的な影響を及ぼすことが知られて
いる 127。

一部の国は、こうした化学物質への対策を進
めている。例えば 2021 年中頃には、タイ政
府が国立公園地域における日焼け止めの使用を
禁止した（サンゴへの深刻な害が主な理由）128。
ハワイ・パラオも同様の取り組みを行っている。

また化粧品 129 や歯磨き、手の除菌用ロー
ションなどに用いられる抗菌剤トリクロサンも、
毒性の高い化学物質だ 130。米国の食品医薬品局
［FDA］はハンドソープへの使用を 2016 年に
禁止したが、他の消費者向け化学製品には現在
も使用されている 131。

トリクロサンは拡散率が極めて高く、米国
疾病管理予防センター［CDC］によると米国
人の尿検体の４分の３から検出される。排水
処理施設では完全な除去が難しいため、海洋
環境へ流出し、細菌の減少につながる恐れが
ある。例えばある研究によると、水不足が頻発
し、排水の希釈が十分行われないことも多い地
中海沿岸では「トリクロサンがもたらす環境リ
スクが深刻化している」という 132。また魚の
甲状腺機能にも影響をもたらすことが知られて
いる 133。

1.12  擬似残留性化学物質
化学物質には、水分解性が高いために影響が比
較的短期間で減退するもの、そして POPs の
ように長期間にわたって害を及ぼすものがある。

上述の通り、“残留性” はストックホルム条約
による候補選別基準の一つだ。 “長期間” の定義
については、例えば国連環境計画が “半減期 60
日以上” と定めている 134。

擬似残留性化学物質［pseudo-persistent 
chemicals］は、この残留性という点において
特徴的な傾向が見られる。半減期は比較的短い
が、普及度・使用頻度の高い製品（医薬品など）
に含まれるため、環境での蓄積性が高いのだ。

ただし、半減期の特定は決して容易でない。
実験室と実際の環境の違い（気温・日照条件
など）によって、結果に大きな差が生じる
からだ。例えば、抗てんかん薬のカルバマゼピ
ン［carbamazepine］、消炎沈痛薬として使わ
れるイブプロフェン［ibuprofen］ではこうし
た傾向が顕著に見られる。　

“ 溶剤・家庭用洗剤・カビ取り・洗濯用洗剤・掃除用洗剤・
漂白剤・家具用ツヤ出し剤・芳香剤・塗料・ニス・殺虫剤・
電池など、一般家庭では無数の化学製品が使われて
いる。こうした製品に含まれる有害物質は、不適正な
使用・廃棄によって海洋環境へ流出する可能性が高い ”
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カルバマゼピンを対象としたある実験では
半減期が 3.5 日にとどまったが、二つの現地
調査では 63日・1200 日とはるかに長かった。
一方イブプロフェンについては、現地調査の
半減期が実験室よりも短い 135。

ストックホルム条約やその他協定では、残留
性が重要な基準となっている。このことを
考えても、さらなる比較検証を早急に進める
必要があるだろう。

1.13  その他の有害化学物質
現在使用されている約 30万種類の化学物質の
一部は、上述のカテゴリーに含まれているが、
汚染原因となる物質はその他にもある。危険
物質が積載・輸送される危険貨物や、難破船、
化学物質の不法廃棄、荷下し後の貯蔵タンク
洗浄などはその一例だ。

大量の染料を使う衣料品業界も深刻な汚染源
となっている。例えばジーンズ一本あたりに使
われる水の量は最大 100 リットルで、その他
にも合成インディゴ（年間約 4万トン）、ヒド
ロ亜硫酸ナトリウム［sodium hydrosulphite］

（7 万 5000 トン）、苛性アルカリ溶液［lye］
（4 万 8000 トン）などの化学物質が加工に
必要だ 136。これらの多くは排水溝を経由して
海に流出するため、染色工業が盛んな新興国
では特に汚染が深刻化している。

しかし近年には、ナノテクノロジーを活用し
た新たなジーンズ染色技術も開発されている。
米国の研究者グループが開発したこの技術は、
水の使用量を大幅に削減可能で、加工に有害化
学物質を必要としない。現時点では商業化され
ていないが、年間数億本を製造するジーンズ産
業の汚染軽減に向けた重要なステップと言える
だろう 137。

グローバル化が進む現在の世界で、海洋化学
汚染の複雑な因果関係を解明するのは決して
容易でない。海洋汚染をもたらす化学物質に
は様々な種類が存在する（そして一部は重複
する）が、問題解消に向けた第一歩となるの
は、汚染源とその拡散経路を突き止めること
だろう。次章では、連鎖反応のスタート地点と
なる、汚染源について検証する。
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化学汚染と海の生物多様性：これまでの研究成果と課題

海洋環境における化学物質汚染については、依然として解明の進んでいない領域が多い。生態系や海水域
（沿岸部から深海まで）の生物多様性、海洋環境の複雑な濃淡が織りなす影響、海水域・淡水域の相互作用
などはその一例だ。

また生態学・生物地球化学・気候学といった観点から、海洋環境が持つ機能の監視・分析を進めることも急
務となっている。海洋化学汚染の領域でも、生物相・生物多様性・生態系機能にもたらす害、そして汚染経路
（大気降下・河川など）による影響の違いについては、依然として不明な点が多い。

本章で指摘したとおり、数十万種に上る合成化学物質の一つ一つが、あるいは複数の相互作用として海洋
環境にどのような影響を与えるのか、あるいは気候変動に伴う海水温や塩分濃度の変化がどう作用するのかと
いった点についても、多くは謎のままだ。

海洋化学汚染の複雑なメカニズムについては、過去数年で理解が進んだものの、研究は依然として道半ばだ。
さらに解明が進めば、海洋環境の機能、そして有害化学物質が短期・長期的にもたらす影響の全体像も明らか
になってくるだろう。

国連もさらなる研究の必要性を認識しており、2021年には『国連海洋科学の10年』* を発足させた。 “私
たちが望む海のために私たちが必要な科学” というビジョンを掲げ、2030年まで実施予定の同プログラムは、
“汚染源を特定し、削除、除去したきれいな海” の実現を、目指すべき七つの成果の一つに挙げている 138。

また同プログラムは、“海洋汚染の解明と克服”、“汚染源の特定・除去と影響の軽減” や、“人の健康・海洋
生態系への潜在的影響の理解” など、合計 10項目の挑戦課題を特定 139。科学者・政府・企業、その他の
ステークホルダーとの連携を通じた実態把握と、発生源レベルでの汚染除去を謳っている。

過去数十年の研究成果により、海洋環境・海洋生物・生物多様性・生態系に化学物質汚染がもたらす深刻な
リスクは動かざる事実となっている。国連の取り組みは、さらなる知見の蓄積と汚染の実態解明につながる
はずだ。これまでの科学研究で明らかとなった、五つの主要汚染源は次の通り：

1. マイクロプラスチック・ナノプラスチック
化学物質や微生物を吸着し、長距離を移動するマイクロプラスチック・ナノプラスチックは、重要な汚染源の
一つであり、海洋環境への影響はますます深刻化している。プラスチック・マイクロプラスチックは、魚・海鳥・
海洋ほ乳類などが餌と間違って摂食することで消化器官に蓄積され、栄養失調・生殖機能障害・死亡の原因と

*国連海洋科学の10年：
正式名称は “持続可能な開発のための国連海洋科学の10年”［Decade of Ocean Science for Sustainable Development］



© Economist Impact 2022

31海洋化学汚染の主要原因物質：『海に忍び寄る新たな危機』第１章

なる 140。またマイクロプラスチックが細胞の損傷・炎症を引き起こす一方 141、ナノプラスチックは消化器の
細胞膜を通過し、動物組織に蓄積する恐れがある 142。

プラスチックに含まれる有害化学添加物も、水域環境へ流入し、海洋生物の組織に侵入する可能性が
ある 143。マイクロプラスチック・マイクロファイバーは、人・動物の病気の原因となる細菌（大腸菌など）
の移動媒体・生息場所となりやすい 144。例えば、沿岸生態系に深刻な影響を及ぼす有害有毒藻類ブルーム
［harmful algal bloom ＝ HAB］は、マイクロプラスチックを通じて増殖・拡散しやすいことが知られて
いる 145。

2. 主要な化学汚染物質
主要な汚染源として挙げられるのは、水銀・カドミウム・鉛などの有害金属、POPs［残留性有機汚染物質］・
炭化水素・農薬・有機金属（例：船体の汚れ止めに使われるトリブチルスズ［TBT］）などの人工化学物質、
核廃棄物をはじめとする放射性物質の三つだ。これらは残留性が高いものと、短期間で大きな害をもたらす
ものに分類できる。

化学物質汚染の影響は年単位で続き、食物連鎖の上位に向かうほど汚染濃度が増す “生物濃縮” も起こりや
すいため、生態系の不可逆的な損失につながることが多い。汚染物質が短期間で流出した場合も、大量死・遺
伝子変異・新たな疾病の発生など直接・間接的な影響を通じて、海洋生物・生物多様性・生態系に長期的な
害をもたらす恐れがある 146。

一部の汚染物質は、食物連鎖下位の生物相から拡散し、ホルモン・免疫機能・生殖機能の不全や行動障害を
引き起こす。日焼け止めに含まれる紫外線吸収剤が、サンゴ礁にもたらす害はその一例だ 147。プランクトン
からオキアミ、それを摂取する小魚やクジラ、そしてそれを摂取するアザラシからホッキョクグマやサメなど、
食物連鎖を伝って汚染を拡散させる化学物質もある。

例えば POPs は食物連鎖の頂点へ波及し、ホッキョクグマの生殖機能障害・がんの原因となっている 148。
同様に拡散性の高い PCBは、世界各地のシャチに生殖機能障害をもたらしている 149。また有害化学物質に
よる海洋植物の死滅は生態系をも滅ぼしている。

3. 有害有毒藻類ブルーム
酸素や固定炭素などの栄養素を生成する藻類は、海洋生態系にとって不可欠な存在だ。自由生活性のプランク
トン藻類はその代表例で、数種類が世界の藻類生物量の大部分を占めている。特に沿岸部では、季節によって
生物量が変化し、生態系に重要な影響を及ぼす。
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例えば、熱帯域で浮遊する褐藻は、海洋生物に産卵・生育場所を提供する、CO2吸収や海水酸性度の中和
を通じて温暖化が貝類にもたらす影響を緩和する 150, 151 など、生物多様性の保全に重要な役割を担っている。

しかし藻類には、一定条件下で大量発生し、有害性の高い毒素を生成するものもある（“赤潮” あるいは
有害有毒藻類ブルームと呼ばれる）。こうした現象は自然発生することもある。しかし過去数十年は、高濃度
の汚染物質流入（排水・肥料由来の窒素・リン等）や海表面温度の上昇、海水の酸性化を背景に、人為的汚染
の頻発化と急速な規模拡大が進む。海草・魚・甲殻類の大量死につながる酸素欠乏など、海産物・海洋環境に
もたらす影響は深刻だ。

4. 病原体の拡散
陸上に生息する細菌・ウィルスは、家庭・工業排水や農業用水などを通じて海へ流出することがある。その
結果として遺伝子の水平伝播 *が生じ、海中の微生物に有害な遺伝形質が取り込まれれば、毒性・抗菌薬耐性
の悪化といった影響を及ぼしかねない 152。複数の研究によると、海水の汚染レベルと病原体の生存状況には
正の相関関係が見られるという 153。

5. テクノロジー製品の基幹物質
電子・防衛関連産業向けの最新テクノロジー製品に使われる化学物質・化学成分も、深刻な汚染源となる。ニ
オベ・タンタル・ガリウム・インジウム・ゲルマニウムをはじめとする微量金属、ネオジム・ガドリニウム・
イッテルビウム等のレアアースはその一例だ。

これらの一部については、研究が行われた（あるいは現在行われている）が、海洋環境にもたらす影響はほ
とんど解明されていない。 2019 年に発表されたある研究によると、ガリウム・インジウム・ゲルマニウム
の地球化学的な分析が進む一方、沿岸水域で生じる化学反応についてはほとんど不明だ。そのため、こうした
物質の有害性評価は極めて難しい。また一部の物質については生物濃縮が確認されているものの、具体的な
毒性、食物連鎖を通じた生物濃縮の可能性（水銀と同様）、安全基準の閾値といった点については情報が不足
している。

おわりに
『国連海洋科学の10年』は、汚染の影響検証・対策といった様々な側面で、研究を加速させる可能性が高い。
しかしこうしたプログラムの存在自体が、未知の領域の大きさを物語っているのも事実だ。海洋科学汚染を
食い止めるためにも、実態解明を早急に進める必要があるだろう。

*遺伝子の水平伝播：   母細胞から娘細胞への遺伝ではなく、個体間や他生物間に起こる遺伝子取り込みのこと。
 生物の進化に影響を与える可能性が指摘されている。
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本報告書に記載された情報の正確を期すために、 あらゆる努力を行って
いますが、エコノミスト・インパクトは第三者が本報告書の情報・見解・
調査結果に依拠することによって生じる損害に関して一切の責任を負わ
ないものとします。
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